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Abstract:

　FinTech 活用を推進するためには、消費者にとって新たな技術・サービスとなる

FinTech に対して、消費者がどのような知覚リスクを抱いているかを把握し、その軽減

方法を考え、啓蒙活動を行う必要がある。FinTech 技術への信頼を高め、消費者の理解

を深めていくことが重要となる。千葉商科大学経済研究所の研究プロジェクト「安全で公

平な金融システムの実現に資する Fintech フレームワークの提案」では、千葉商科大学の

学生を対象として、FinTech（特にキャッシュレス決済）における知覚リスクの調査を行っ

た。さらに FinTech 技術（特に仮想通貨技術）やブロックチェーン技術の応用可能性な

どの講演会（セミナー）を実施し、啓蒙活動も実施してきた。本稿では、それらの活動に

ついて紹介すると共に、FinTech 活用を推進するためには、さまざまな啓蒙活動により

消費者の心理的リスクを軽減すること、ポイント還元といったインセンティブを積極的に

提供すること、消費者のライフイベントを捉えて普及を進めることなどが効果的であるこ

とを示す。

１．はじめに

　FinTech は、ブロックチェーンや人工知能、大規模データ処理といった多用な技術を

活用し、仮想通貨取引・モバイルペイメントといった新たな金融サービスを示す言葉とし

て近年、広く認知されている。グローバル化が進んだ現代社会において、ボーダーレスで

かつ安価に送金処理ができる仮想通貨、非接触で支払い可能なモバイルペイメントなど、

安心安全な金融に対するニーズはますます高まっており、FinTech はさらなる広がりを

見せている。一方で、一般の消費者にとって、FinTech は未だ十分に理解できないサー

ビスであり、利用にあたって不安を感じているとの調査もある	［１］。FinTech に関する

正しい知識を深め、ブロックチェーンを始めとする技術や FinTech サービスの利用を推

進するためには、消費者が FinTech に関して抱いている不安（知覚リスク）を明らかに

し、それを軽減する方法を考える必要がある。千葉商科大学経済研究所の研究プロジェク

ト「安全で公平な金融システムの実現に資する Fintech フレームワークの提案」では、そ

の活動の一部として、FinTech に関する消費者（大学生）の意識調査を行い、消費者が

FinTech に対して抱いている知覚リスク（消費者が感じる不安や懸念）を明らかにした。
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さらに FinTech を啓蒙するためのセミナーも開催した。本論文では、その活動を報告す

るとともに、その結果を踏まえ、特に若い世代を対象として、FinTech を推進していく

ために必要とされる施策や活動について考える。

　本稿は以下の構成になっている。第２章では、FinTech に対する消費者の知覚リスク

に関する関連調査・研究について述べる。第３章では、千葉商科大学の学生を対象とし

た FinTech に関する意識調査とその結果を報告する。第４章では、FinTech 推進のため

の啓蒙活動として、本プロジェクトにおいて実施した２つの講演会を紹介する。第５章

で、FinTech に対する知覚リスクを軽減し、その活用を推進するために必要とされる施策、

活動について考察する。

２．関連研究 ― FinTech に対する知覚リスク

　知覚リスクは、消費者が購入意思決定を行う際に感じる不安や懸念と定義されている

［２］。あらゆる購買環境における消費者の意思決定プロセスに強く影響を与える消費者心

理である	［３］。FinTech 利用においては金融リスク、プライバシーリスク、パフォーマ

ンスリスク、	心理的リスク、時間的リスク、セキュリティリスクなどが主な知覚リスクと

してカテゴライズされている［２］。本章では、FinTech を対象とした知覚リスクに関す

る既存調査・研究について紹介する。

　

２－１　心理的リスク
　心理的リスクとは、フラストレーション、知覚不安、心理的プレッシャーを指す［４］。

オンライン決済やクレジットカード決済に比べて、FinTech のプロセスは新しくかつ複

雑なサービスである。例えば、消費者が取引失敗の可能性に対して不安を感じる、操作が

不慣れである、システム・サービスへの信頼が低いといったことが心理的リスクとなる。

　スマートホンなどのモバイルデバイスを利用し、いつでもどこでも取引を実行する決済

プロセスは、「モバイルペイメント」と呼ばれている。これは、現金やクレジットカード

による従来の支払い方法に代わるものであり、通信機器を使用して支払いの承認と金融取

引の実行を行う［５］。モバイルペイメントは、物理的な店舗の売上を増加させるとも言

われており	［６］、2018 年頃から総務省を筆頭にさまざまな推進事業が展開されてきた。

　モバイルペイメントのような、人々にとって新たなプロセスの受け入れは、新しい技術

を取り入れる意欲に依存すると言われている［７］。スマートホン等の技術・サービスに
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親しんでいる若い世代ならば、こうした新たなプロセスを抵抗なく受け入れると予想出来

る。しかしながら、モバイルペイメントの利用率は、すべての世代を通じて 50％以下で

あるとの調査がある（2019 年 12 月時点）［８］。

　JNN データバンク調査では、キャッシュレス決済利用の障害要因として、「使っている

実感がなく使いすぎてしまいそうだから」という意識面でのハードルや、「慣れていない

支払い方法を利用するのは抵抗があるから」という理由が示されており、意識面での忌避

意識（心理的リスク）が利用しない理由の上位としてあがっている［９］。これは、自己

効力感（自分がある状況において必要な行動をうまく遂行できると、自分の可能性を認知

すること）が、実は FinTech のような新しいサービスの利用に影響を与える主な要因で

あることにも関連している［10］。たとえば、FinTech により必要以上に商品を購入して

しまう、金銭感覚が麻痺してしまうといったものが心理的リスクに当たる。

　キャッシュレス決済のメリットは人々に十分認識されているが、その普及に当たっては

意識面での不安やリスク回避が重要となる。

　

２－２　セキュリティリスク
　セキュリティリスクとは、制御されていない取引や金融情報損失のリスクを指す。特に

サイバーセキュリティは、知覚リスクに大きく関連しており、サイバーセキュリティを向

上することが、知覚リスクの解消にもつながると考えられている

　モバイルデバイスを脅かすハッカーやマルウェアの脅威が、モバイルペイメントの利用

率が低い主な理由であることが示されている［11］ように、サイバーセキュリティに対す

る不安（セキュリティリスク）は、FinTech 活用に大きな影響を及ぼす。モバイルペイ

メントは、実は、クレジットカード決済よりも安全であることが証明されているため、小

売店での金銭的損失を減らすことができる可能性がある［12］。2019 年７月時点で小規模

サービス業・小売業の７割以上がキャッシュレス決済を導入済みであるとの報告もある

［13］。しかしながら、キャッシュレス決済が売上全体に占める割合は「10％未満」が約半

数であり、「関東圏」「都市部」で利用が集中するというような地域格差もなく、全国的に

売り上げへの影響はあまり大きくない	［13］。その要因は、特に、消費者におけるプライ

バシー、セキュリティ、決済取引の失敗への懸念などである。技術や新たなサービスを信

頼することができない、不安を感じている消費者によく見られている現象である［14］。

　消費者はモバイルペイメントのプロバイダーを信頼していないという研究結果も示され

ている［15］。消費者は一度モバイルペイメントに対する信頼を形成すると、セキュリティ

に対する信頼が高まり、この方法を継続的に利用することが示されている［11］ため、モ
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バイルペイメントプロバイダーへの信頼を高めていく必要もある。消費者にとって新たな

FinTech サービスが、安心安全であり、またプロバイダーも信頼に足ることを示してい

くことが、FinTech 推進において重要となる。

２－３　 その他の知覚リスク ― 金融リスクとプライバシーリスク、パフォーマンス
リスク、時間リスク

　金融リスクとは、FinTech によって金銭的損失を被る可能性があるという不安である。

金融取引中のシステムの誤作動が潜在的な損失につながる可能性もあり、それが消費者の

知覚リスクを増大させる場合もある。プライバシーリスクは、消費者が FinTech プロセ

スの際に、個人情報の漏洩や誤用を懸念していることから生まれリスクである。個人識別

情報、クレジットカード情報、といったセンシティブな情報の漏洩は、多くの消費者を不

安にさせ、プライバシーリスクを増大させる［16］。パフォーマンスリスクは、スマート

フォンの機能制限によるパフォーマンス低下が要因となり起こる不安である。パフォーマ

ンスの不安定さがユーザーの懸念を引き起こす。消費者はモバイルペイメントのような

FinTech によって日常業務の効率が向上することを期待しているが、ワイヤレス接続の不

安定性やモバイルデバイスの限られた処理能力がパフォーマンスリスクを増大する［17］。

時間リスクは、モバイルアプリケーションの学習曲線やモバイルペイメントを使用すること

によって経験する遅延などを示す［２］。モバイルペイメントを利用することにより起こる

問題を解決するために余計な時間が必要となることも、時間リスクの要因となる［18］	。

３．大学生を対象とした FinTech に対する知覚リスク調査

　本章では、我々のプロジェクトが一般社団法人キャッシュレス推進協議会	-	PAYMENTS	

JAPAN［19］と共に行った「キャッシュレス（モバイルペイメント）に関する調査」に

ついて報告する。

　経済産業省は、キャッシュレス推進のための課題と今後の方向性として、平成 30 年４

月 11 日に「キャッシュレス・ビジョン」を公表している。	「キャッシュレス・ビジョン」

では、大阪・関西万博（2025 年）に向けて、「支払い方改革宣言」として「未来投資戦略

2017」で設定したキャッシュレス決済比率 40％の目標を前倒しし、より高い決済比率の

実現を宣言している。今後、日本のキャッシュレス化を推進していくために、オールジャ

パンで取組を進めていく必要性が強く訴えられている。そうした宣言に従い、一般社団法
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人キャッシュレス推進協議会	-	PAYMENTS	JAPAN（以下	Payments	Japan）が業界横

断的かつ産学官が連携した組織として設立されている。

　本アンケートは、Payments	Japan と橋本が設計し、千葉商科大学の橋本の講義におい

て実施した。日時、参加者は以下の通りである。

　•　タイトル：キャッシュレスに関するアンケート　（Google	Form	利用）

　•　	日時：2020 年１月 23 日 13 － 14 時半（千葉商科大学商経学部「情報メディア論」

講義にて）

　•　場所：千葉商科大学講義室

　•　対象：千葉商科大学の学生（18 歳～ 22 歳）142 名（性別不明）

３－１　質問内容
　本アンケートは、図１のような質問構成になっている。まずキャッシュレス決済の利用

経験の有無について質問し、利用していると答えた学生に対しては、どのようなキャッシュ

レス決済を行っているかについて聞く。さらに利用し始めたきっかけについて、自由記述

で記載してもらい、キャッシュレス決済を利用している学生がどのように知覚リスクを解

決したかについても質問を行っている。さらにキャッシュレス決済においてサービス改善

が必要だと思うことや、現金決済の方がまだまだ便利だと思うケースなどについても問い、

サービス改善の方向性について検討可能な意見・ニーズを獲得する。キャッシュレス決済

を利用していないと答えた学生に対しては、なぜ利用しないのかの理由について尋ね、ど

んなきっかけがあれば利用するかについても併せて聞いている。これにより、キャッシュ

レス決済を利用していない学生の知覚リスクについて分析することも可能となる。

図１　アンケート内容
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３－２　アンケート結果
　以下に各質問に対する結果を示す。

問 1　キャッシュレス決済を利用していますか？（図２）

142 名の被験者のうち、36.6% の学生がキャッシュレス決済を利用していると答えている。

これは、Line	for	Business によるキャッシュレス利用の調査［５］において、20 代の男

女の利用率が 39％であったという結果にほぼ合致した値であり、2020 年初頭（コロナ禍

以前）の日本において、一般的な状況を示していると考えられる。

　　

図 2　キャッシュレス決済の利用状況 図 3　よく利用するキャッシュレス決済

問 2　よく利用するキャッシュレス決済は何ですか？（図３）

　キャッシュレス決済を利用していると答えた 90 名の学生に対して、よく利用するキャッ

スレス決済は何かとの質問をしたところ、図３のような結果となった。半数の学生が利用

しているのがクレジットカードであり、次いで Suica、Pasmo のような交通系 IC チップ

型カード、さらに PayPay、楽天 Pay といったスマホ決済が並ぶ結果となった。この結果

から、スマホ決済についても、クレジットカードや交通系カードと同様に認知されてきて

いることがわかる。

問 3　利用し始めたきっかけは何ですか？

　キャッシュレス決済を利用していると答えた学生に対して、「利用し始めたきっかけ」

について質問した結果が図４である。一人暮らしやポイントといった言葉が目につく。解

答の概要を掴むために、図４の解答からワードクラウドを作成した（図５）。ワードクラ

ウドの結果からもポイント還元という言葉が目立っており、キャッシュレス決済普及にお
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けるポイント還元施策の効果が高かったことが伺える。また、大学進学や海外旅行といっ

た言葉も目に付き、ライフイベントがキャッシュレス決済利用のきっかけになっているこ

とも示されている。

図４　「問 3. 利用し始めたきっかけは何ですか？」の回答（全回答をマージ）

図５　「問 3. 利用し始めたきっかけは何ですか？」の回答のワードクラウド
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問 4　キャッシュレス決済でのサービス改善が必要だと思うことがあれば教えてください

　キャッシュレス決済を利用していると答えた学生に対して、「サービス改善が必要だと

思うこと」について質問した結果が図６である。また図６の解答からワードクラウドを作

成した結果が図７となる。ワードクラウドの結果から「使える」「店舗」「増やす」、とい

う言葉が目立っている。実際これらの言葉は共起しており、被験者は使える店舗が不足し

ていると感じていることがわかる。

図６　 「キャッシュレス決済でのサービス改善が必要だと思うことがあれば教えてくださ
い」の回答（全回答をマージ）

図７　 「キャッシュレス決済でのサービス改善が必要だと思うことがあれば教えてくださ
い」のワードクラウド



―	136	―

国府台経済研究 第31巻第２号

問 5　現金決済の方が、まだまだ便利だと思うケースがあれば教えてください

　キャッシュレス決済を利用していると答えた学生に対して、「サービス改善が必要だと

思うこと」について質問した結果が図８である。また図８の解答からワードクラウドを作

成した結果が図９である。ワードクラウドの結果から「割り勘」「郵便切手」「現金」、と

いう言葉が目立っている。割り勘や少額のものを購入する際には現金の方が便利だと感じ

ていることがわかる。またお金の使いすぎに対する不安、金銭感覚が麻痺してしまう、と

いった不安も挙げられている。

図８　 「現金決済の方が、まだまだ便利だと思うケースがあれば教えてください」の回答（全
回答をマージ）

図９　 「現金決済の方が、まだまだ便利だと思うケースがあれば教えてください」のワー
ドクラウド



―	137	―

安全で公平な金融システムの実現に資する FinTech フレームワークの提案

問６　キャッシュレス決済を利用しない理由はなぜですか？

　次にキャッシュレス決済を利用していないと答えた学生に対して、「その理由」につい

て質問した結果が図 10 である。図 10	の解答からワードクラウドを作成した結果が図 11

となる。図 10 の回答から共起グラフも示している（図 11）。ワードクラウドと共起グラ

フのから回答者が「面倒」という意識、「よくわからない」という不安を抱いていること

などが見て取れる。関連研究・調査で述べたような心理的リスクが表現されており、千葉

商科大学の学生においては、FinTech の利用を躊躇する知覚リスクのうち、心理的リス

クが重要な位置を占めていることが認識できた。また、使いすぎ、金銭感覚麻痺に対する

不安も大きく、自己効力感が低いことも大きな要因であることも示されている。

図 10　「キャッシュレス決済を利用しない理由はなぜですか」の回答（全回答をマージ）

図 11　「キャッシュレス決済を利用しない理由はなぜですか」のワードクラウド
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図 12　「キャッシュレス決済を利用しない理由はなぜですか」のワードクラウド

問７　キャッシュレスを利用するには、どんなきっかけがあれば利用し始めますか？

　キャッシュレス決済を利用していないと答えた学生に対して、「どんなきっかけがあれ

ば利用し始めるか」を尋ねた結果が図 13 である。図 13	の解答からワードクラウドを作

成した結果が図 14 となる。図 15 でその共起グラフも示している。ワードクラウドと共起

グラフから「わかりやすさ」が重要であることが見て取れる。すなわち、モバイルアプリ

ケーションの学習曲線を示すパフォーマンスリスクが大きい要因であることがわかる。ま

た「ポイント還元」についても多くの学生が答えており、キャッシュレス決済を利用する

にあたってのポイント精度（インセンティブ）も重要であることがわかる。

図 13　 「キャッシュレスを利用するには、どんなきっかけがあれば利用し始めますか？」
の回答（全回答をマージ）
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図 14　 「キャッシュレスを利用するには、どんなきっかけがあれば利用し始めますか？」
のワードクラウド

図 15　 「キャッシュレスを利用するには、どんなきっかけがあれば利用し始めますか？」
の共起グラフ

３－３　アンケートまとめ
　2020 年１月時点では、142 名の被験者のうち 40% 弱がキャッシュレス決済を利用して

おり、大学生としては平均的な利用率を示していた。キャッシュレス決済としては、クレ

ジットカードに加えて、交通系 IC チップ型カード、さらにスマホ決済が続いており、キャッ

シュレス決済の多様化も見られた。

　キャッシュレス決済を利用し始めたきっかけとしては、ポイント還元といったインセン
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ティブ付与に加え、ひとり暮らし、大学進学といった生活変化のタイミングであることが

わかり、ポイント還元やライフイベントが FinTech 活用を推進していることも見て取れ

た。一方で、使える店舗がまだ少ない（2020 年１月時点）という不満や、割り勘や少額

取引（郵便切手購入等）ではキャッシュレス決済よりも現金のほうが便利、キャッシュレ

ス決済により、金銭感覚が麻痺してしまうのではないかといった自己効力感への不安など

も示された。

　キャッシュレス決済を利用しない理由としては、面倒くさい、わからないという心理的

リスクが主なものとして挙げられ、心理的リスクの解消が大きな課題であることがわかっ

た。キャッシュレスを利用するきっかけとしては、「わかりやすさ」が重要であり、心理

的リスクを軽減可能なシステムの構築さらにその啓蒙が必要であることも示された。また、

ポイント還元は施策として有効であろうことも改めて示唆された。

　一方で、今回の調査において、プライバシーリスクに関する被験者からの記述がほぼな

い。若者世代は個人情報の流出といったセキュリティリスクに関する意識が決して高くな

いこと、あるいはその部分において技術を信用している可能性があることが示唆されてい

る。

４．FinTech 活用に向けた啓蒙活動 

　第２章「関連研究」及び第３章「FinTech に対する知覚リスク調査」で述べたとおり、

FinTech 活用推進のためには、知覚リスク（消費者の意識面での不安）軽減が重要となる。

知覚リスクの軽減のためには、ベースとなる技術について適切な情報を提供し、啓蒙を行っ

ていくことが効果的である。そこで本章では、本プロジェクトで実施した FinTech に関

する２つの講演会（セミナー）について紹介する。

A）　	「仮想通貨とブロックチェーン」岩下直行氏（PwC あらた有限責任監査法人スペシャ

ルアドバイザー）	講演報告

B）　	「ブロックチェーンとエネルギービジネス」江田健二氏（一般社団法人エネルギー情

報センター理事）	講演報告

　講演会 A）は、ブロックチェーン技術について学ぶことが主目的であり、講演会 B）は、

ブロックチェーン技術の金融分野以外への展開可能性を示すものである。
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４－１　 「仮想通貨とブロックチェーン」岩下直行氏（PwC あらた有限責任監査法人
スペシャルアドバイザー） 講演報告 

本プロジェクトでは、以下の日時・場所において、「仮想通貨とブロックチェーン」の講

演会を行った。

· 　日時：2018 年５月 12 日（土）	14:00 ～ 16:00　

· 　場所：Galleria 商 .Tokyo（丸の内サテライトキャンパス）

· 　講演者：岩下直行氏（PwC あらた有限責任監査法人スペシャルアドバイザー）

· 　タイトル：「仮想通貨とブロックチェーン／最新の動向とその近未来」

· 　参加者：105 名

開催主旨：

　近年、Bitcoin や Ethereum などに代表される仮想通貨が爆発的に普及している。ここ

でいう仮想通貨とは、分散ネットワーク上に構築されたブロックチェーンと呼ばれる技術

に基づく電子的な決済手段であり、信頼できる第三者を介さずにオンライン上の安全な支

払いを可能にすることをその目標としている。しかし、仮想通貨の送金が安全であるとい

う事が、必ずしもそれを利用した取引の安全性を保証するものではない。仮想通貨の盗難

や詐欺事件が横行している現状は、仮想通貨を取り巻く技術的、制度的な環境が未熟であ

ることを示している。

　そこで、本講演では、金融 IT のエキスパートであり、日本銀行フィンテックセンター

創設、初代センター長に就任された後、現在、京都大学大学院で活躍中の岩下直行教授を

お招きし、仮想通貨の現状と法整備の動向、中央銀行による仮想通貨発行の可能性、仮想

通貨を活用した安全で公平な金融システムの実現などをご紹介いただいく。

　

講師：

岩下	直行（いわした	なおゆき）氏

1984 年３月、慶應義塾大学経済学部卒業。同年４月、日本銀行入行。1994 年７月、日本

銀行金融研究所に異動し、以後約 15 年間、金融分野における情報セキュリティ技術の研

究に従事。同研究所・情報技術研究センター長、下関支店長を経て、2011 年７月、日立

製作所に出向。2013 年７月、日本銀行決済機構局参事役。2014 年５月、同金融機構局審

議役・金融高度化センター長。2016 年４月、新設された FinTech センターの初代センター

長に就任。2017 年３月、日本銀行退職。同年４月、京都大学・公共政策大学院の教授に就任。
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同年６月、PwC あらた有限責任監査法人のスペシャルアドバイザー兼務、同年８月、金

融庁参与兼務。

【委員等】

経済産業省・FinTech 研究会／ FinTech 検討会	委員（2015 年～ 2017 年）

金融庁・フィンテック・ベンチャーに関する有識者会議	オブザーバー（2016 年）

全国銀行協会・オープン API のあり方に関する検討会	委員（2016 年～ 2017 年）

全国銀行協会・ブロックチェーン技術の活用可能性と課題に関する検討会	委員（2016 年

～ 2017 年）	他

総務省・情報通信審議会情報通信政策部会	loT 政策委員会	基本戦略 WG	ブロックチェー

ン活用検討 SWG	構成員（2017 年）

開催報告：

　岩下氏は、仮想通貨の現状をさまざまなトピックスを織り交ぜながら微に入り細にわ

たって解説され、予定時間を上回る熱い講演が展開された。テーマの話題性と専門家とし

て最前線で活躍される岩下氏の知名度等により、会場を埋め尽くすほどの 100 名超の聴講

者が参加した。ちょうど社の仮想通貨不正流出事件が発生した後であり、タイムリーかつ

最新の内容を織り交ぜた講演となった。講演後の質疑応答では、活発な質問と丁寧な回答

がなされ、テーマの関心の高さが窺えるレクチャーとなった。

　本プロジェクトのスタート時にこの講演を実施できたことで、プロジェクトメンバーが

ブロックチェーンについての知識（成り立ち、メリット、課題など）を整理し、深めるこ

とができた。プロジェクトの方向性の議論に大きく資する講演となった。

講演トピックス：

· 　仮想通貨取引の実際

　 　	「世界のビットコイン・ノードの分布」「ビットコイン採掘時の各ノードの役割」「マ

イニング（採掘）の実態」「ビットコインの秘密鍵の管理方法による分類」

· 　Bitcoin の誕生とその前史

　 　	「Satoshi	Nakamoto の論文」「Bitcoin の誕生前史を読み解くと」「何故 Bitcoin が成

功したのか」

· 　仮想通貨価格の乱高下とその原因

　 　	「ビットコインの価格と利用者数の推移」「ビットコインの価格の推移（直近２年間）」

「全仮想通貨の時価総額の推移」「ビットコインの通貨別取引額の構成比」
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· 　ICO を巡る国内外の動き

　	「ICO（Initial	Coin	Off	ering）とは」「発行時期別のICOトークン収益率」「テックビュー

ロ社の ICO プラットフォーム COMSA」「COMSA・ICO（トークンセール）の詳細」

「ICO の半数以上（56％）はまだ何かしらのプロダクトすら存在しない」「米国 SEC

（証券取引委員会）の検討結果の公表」「米 SEC、仮想通貨資金調達（ICO）２件を

詐欺で告発」「MAS（シンガポール通貨庁）が ICO の規制を表明」「中国の通貨当

局は ICO を全面停止」「中国はなぜ、ICO と仮想通貨を禁止したのか」「中国はビッ

トコイン交換所もマイナーも規制」「日本の金融庁も ICO に対する注意喚起を公表」

· 　コインチェック事件と取引所セキュリティ

　	「コインチェック社の仮想通貨不正流出事件の経緯」「コインチェック事件における

NEM の動き」「盗まれた NEM はどうなったか ?」

· 　トラストとトラストレスの狭間で

　	「信頼できる第三者（CA）が存在する方式＝トラスト」「信頼できる第三者が存在

しない方式＝トラストレス」「でも、仮想通貨交換所は「信頼できる第三者」となっ

ている」「サトシ・ナカモトの構築した世界」「当初はそれでよかった」「しかし、

2013 年頃から状況は変化する」「トラストレスからトラストに逆戻り」「再び、トラ

ストレスの世界は来るか」「ブロックチェーンは魔法の杖ではない」

· 　中央銀行デジタル通貨を巡って

　	「中央銀行デジタル通貨の３つの系譜」「日本銀行スタッフによるサーベイ」「世界

人口の約半分は銀行が使えない」「ケニア発の M － PESA が金融包摂を実現」「南

米における中央銀行デジタル通貨の実装」「ベネズエラの奇妙なデジタル法定通貨」

「ベネズエラは Petro で 50 億ドルを調達か」

· 　金融庁における検討作業

　	「金融審議会 ; 金融制度スタディ・グループ」「金融庁 ; 仮想通貨交換業等に関する

研究会」

写真：岩下直行氏による講演の様子
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４－２　 「ブロックチェーンとエネルギービジネス」江田健二氏（一般社団法人エネル
ギー情報センター理事） 講演報告

本プロジェクトでは、以下の日時・場所において、「仮想通貨とブロックチェーン」の講

演会を行った。

· 　日時：2019 年２月８日（金）	14:30 ～ 16:30　

· 　場所：Galleria 商 .Tokyo（丸の内サテライトキャンパス）

· 　講演者：江田健二氏（一般社団法人エネルギー情報センター理事）

· 　タイトル：「ブロックチェーンとエネルギービジネス」

· 　参加者：50 名弱

講師：

江田	健二（えだ	けんじ）氏

　2000 年に慶應義塾大学経済学部を卒業後、アンダーセンコンサルティング（現・アク

センチュア日本法人）に入社。エネルギー・化学業界を担当し、電力会社や大手化学メーカー

の業務改善プロジェクト等に参画。ITコンサルティング、エネルギー業界の知識を生かし、

2005 年に RAUL を設立し、同代表取締役社長に就任。一般社団法人エネルギー情報セン

ター理事、一般社団法人エコマート運営委員、一般社団法人 CSR コミュニケーション協

会理事、一般社団法人つなぐ未来研究所理事、環境省地域再省蓄エネサービスイノベーショ

ン促進委員会委員等を歴任。

　本業の傍ら、環境・エネルギーに関する執筆・講演活動を行っている。主な著書に『エ

ネルギーデジタル化の未来』、エネルギーフォーラム、2017 年。『かんたん解説 !!	１時間

でわかる太陽光発電ビジネス入門』、グーテンブック、2018 年。『世界の 51 事例から予見

する	ブロックチェーン×エネルギービジネス』、エネルギーフォーラム、2018 年。他多数。

開催趣旨：

　生活やビジネスと切っても切り離せないエネルギー。多くの人が当たり前のようにエネ

ルギーを使っていながら、なぜか率先して学ぼうとする人が少ない分野とも言える。しか

し、政府はこの分野にさまざまな政策を打ち出し、その一環として 2016 年にスタートし

た電力自由化を機に、今エネルギー業界は激変の最中にある。

　今後、多くの企業がエネルギー事業に参入し、市場は混沌とした状況になることが予測

される。さらに、ブロックチェーンなどのテクノロジーを導入した新たなエネルギービジ
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ネスが急速に進展しており、海外では、ブロックチェーンを活用した電力ビジネスが既に

同時多発的に進行している。

　本講演では、起業家であり、IT やエネルギー業界に精通する江田氏に、今、私たちが

最も注目したいブロックチェーンとエネルギービジネスの動向や可能性、将来予測につ

いて、新たな潮流を解説していただいた。なお、同氏のエネルギー関連の数々の著書は

Amazon ベストセラー第１位（2019 年２月時点）にもランキングされている。

開催報告：

　この講演は、我々のプロジェクト「安全で公平な金融システムの実現に資する

FinTech フレームワークの提案」と千葉商科大学学長プロジェクト４	「環境・エネルギー

（Sustainability）」の両プロジェクト共催によるものであり、当日は原科学長をはじめとし、

研究活動を推進する教員・学生のほか、本テーマに関心をもつ一般社会人など約 50 名の

方々にご参加いただいた。業界の第一人者でもある江田氏の著書『世界の 51 事例から予

見するブロックチェーン×エネルギービジネス』は、Amazon ベストセラー第１位（2019

年２月時点）にもランキングされており、著書のエッセンスが盛り込まれた講演は、近未

来の経済活動の方向性を考える有意義な機会となった。

　江田氏は、先ず、「トークンエコノミー」（仮想通貨により形成される経済）が将来的に

ビジネスの主流になるとの予測から次の４つのキーワードを解説し、それらが近い将来に

繰り広げるであろうエネルギービジネスへの可能性に言及した。概要は次の通り。

· 　「ブロックチェーン」が広げるビジネスチャンス

　例えば外国に送金する際、これまでは銀行などを仲介して相手に届くまでに数日を要し

ていたことが、仮想通貨では第三者を必要とせず、当事者だけで僅かの時間で素早くでき

る。「ブロックチェーン」が信用力と仲介業務を金融機関等に代わって代行できることに

より、直接取引が可能になることで新たなビジネスチャンスが生まれる。反面、これまで

信用力を強みにしていた様々な仲介ビジネスを崩壊へと導くこととなる。

· 　「スマートコントラスト」（自動化）による効率化

　人がいないと進めることが困難であった業務が自動化（スマートコントラスト）され格

段の効率化が図られることでコストダウンに繋がる。更に改ざんが困難なデジタル情報を

作成でき、記録されている情報が正しい情報であると誰でもが認識できることで、離れた

場所にいる個人同士が安心して直接取引ができ、新たな情報価値を生み出せることとなる。
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· 　「ICO（アイシーオー）」（イニシャルコインオファリング）による新しい資金調達

　独自の仮想通貨発行で調達したお金を事業資金に利用することで、迅速な資金調達が可

能となる。また、仮想通貨が値上がりした場合には、他の投資家に売却して利益を確保で

きる。

· 　「マイニング」の可能性

　ブロックチェーンに記録される取引情報の承認を行う必須の業務で、コンピュータがプ

ログラムに基づいて自動的に実施する。マイニングに参加したコンピュータ（保有者）は、

一定のルールに沿って報酬をもらえる仕組み。世界各国で数百万台のマシーンが稼働して

おり、日本では 2018 年８月から、熊本電力（新電力）がマイニングに参入するなど、マ

イニングファームを検討する動きが活発化している。

　また、電力業界特有の３つの壁（規制・ルールの壁、自己矛盾の壁、心の壁）を乗り越

えることを前提に、今後ブロックチェーンがエネルギービジネスに浸透していくステップ

を次のように予測した。

· 　ファーストステップ（2020 年～ 2025 年）

　ビットコインなど仮想通貨の活用・スマートメーターなどの機器の効率化・ブロック

チェーンの活用に関する基礎研究の段階

· 　セカンドステップ（2015 年～ 2030 年）

　電気自動車（EV）との連携・蓄電器、家電製品など IoT 機器との連携・エネルギー企

業同士での直接取引の段階

· 　サードステップ（2030 年～）

　再生可能エネルギー普及に向けた取り組み・電力の個人間（Peer	to	Peer）取引・消費

者とエネルギー市場の直接取引の段階

　江田氏は、既存の技術を「新幹線」、ブロックチェーンを「飛行機」の移動手段に例えて、

ブロックチェーン「飛行機」を活用することで、違う世界が見えて来る。それにより、こ

れまではできなかったビジネス（新たな価値）が創造できる。「実現できていないことを

実現するために、ブロックチェーンが活用できないか ?」という視点が大切であることを

強調した。

これまでは、エネルギー生産者である電気会社やガス会社等による一方向であった消費者
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との関係性が、サードステップとなる 2030 年以降は、生産消費者が主役となることによっ

て広がるエネルギービジネスのさまざまな可能性を語り、最後は「一緒に未来を創ってい

きましょう !」と述べた。

　ブロックチェーンの応用を考えるにあたって、課題の掘り下げ等に深堀りの足りない点

が見受けられ、やや抽象的な講演とはなったが、ブロックチェーンの明るい未来を感じさ

せる有意義な時間となった。

写真：江田 健二氏による講演の様子

５．考察 － FinTech 活用推進のために

５－１　知覚リスク調査からわかる FinTech 活用のためのポイント
　FinTech に対する消費者の知覚リスクの調査活動を通じて、以下の知見を得ることが

できた。

–　	おもに若年層（大学生）において、FinTech 活用に関して以下のような知覚リスクが

ある。

　心理的リスク：登録が面倒くさい、やり方がよくわからないという意識

–　	さらに、使いすぎてしまう、金銭感覚が麻痺してしまうといった、自分に対する不安、

低い自己効力感も FinTech 活用推進の妨げとなっている。

–　	キャッシュレスを利用するきっかけとしては、「わかりやすさ」が重要である。
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–　	キャッシュレス決済を利用し始めたきっかけとしては、ポイント還元といったインセ

ンティブ付与に加え、ひとり暮らし、大学進学といった生活変化のタイミングである

ことがわかった。

–　	一方で、キャッシュレス決済利用者からは、使える店舗がまだ少ない（2020 年１月時点）

という不満や、割り勘や少額取引（郵便切手購入等）ではキャッシュレス決済よりも

現金のほうが便利といったことも示された。

–　	一方で、プライバシーリスクやセキュリティリスクに関する被験者からの記述はほぼ

なく、若者世代は個人情報の流出といったリスクに関する意識が決して高くないこと、

あるいはその部分において技術を信用している可能性がある。

　

　FinTech の普及のためには「わかりやすい」システム提供が重要であり、「面倒くさい」

という心理的リスクを軽減可能なシステム構築が望まれる。今回の調査により、若い世代

は技術に対する疑問をさほど抱いていないという結果が示されたが、それは決して好まし

いことではない。消費者は技術に対して正しい理解をすることが大切である。そこで、今

回のプロジェクト活動で実施した講演会・セミナーなどを継続し、啓蒙活動を行うべきで

あると考える。

　さらに、ポイント還元のような消費者にインセンティブを与える施策は極めて効果的で

ある。特に、大学の新入生、新入社員、結婚したての人、引っ越しをした人といったよう

な、ライフイベントを経験した直後の（あるいはこれから経験する）人をターゲットにし

て、インセンティブを与えると有効であると考える。そうしたインセンティブ提供を官民

共同で実施していくことが重要である。

　また、使いすぎや金銭感覚の麻痺といった低い自己効力感からくる不安については、正

しい金融教育を行っていく必要がある。金融システムの仕組みを適切に理解し、何が起き

ているか、どのように管理していくかについての知識を若年層に与えることで、自己効力

感を向上させていくことが可能となる。その意味で、FinTech に関する啓蒙活動に加え、

大学における教育の重要性が示された結果となった。

５－２　コロナ禍における FinTech 活用
　考察の最後に、コロナ禍における FinTech 動向について述べる。新型コロナウイルス

の感染拡大に伴い、在宅勤務、オンライン授業など情報空間の活用がますます広がってい
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る。スマートフォンアプリ分析ツールの提供などを行う FROSK 株式会社がコロナ禍の４

月 16 日～ 24 日にかけて行った調査によると、アプリの利用時間が半年前と比較して「劇

的に増えた」「増えた」と回答した人は、30 代で約４割、20 代では５割以上、10 代では

７割以上となっている［20］。ファイナンスアプリの週平均利用時間も劇的に増加している。

モバイル市場データプラットフォームを提供する App	Annie	Japan	株式会社は、全世界

のファイナンスアプリの利用時間は、外出自粛やロックダウンがされたコロナ禍の 2020

年３月や４月のピーク時と、前年 12 月の週の比較で、日本は 85％と驚異的な勢いで伸び

ていると報告している［21］。非接触型のモバイルペイメントは感染防止の観点からも有

用であり、FinTech 活用はますます広がると考えられている。物理的な移動が敵わない

現状においては、ボーダーレスで送金処理ができる仮想通貨の重要性も高まるであろう。

こうした状況の下、安心安全で信頼のおける金融システムを実現すること、それらをさま

ざまな応用に展開していくことは、人々の生活の質を向上させるためにも効果的であると

考える。

６．結論 － FinTech 活用を目指して

　FinTech 活用を推進するためには、消費者の知覚リスクの軽減・解消が必要となる。

そのためには、①消費者がどのような知覚リスクを抱いているかを把握すること、②消費

者にとって新たな技術・サービスである FinTech の啓蒙活動を行うこと、が重要である。

　千葉商科大学経済研究所の研究プロジェクト「安全で公平な金融システムの実現に資す

る Fintech フレームワークの提案」においては、ブロックブロックチェーンを始めとする

技術の調査やプロトタイピングなどを実施したが、併せて、FinTech 技術（特に仮想通

貨技術）の紹介、ブロックチェーン技術の応用可能性などを講演会（セミナー）として実

施してきた。さらに千葉商科大学の学生を対象として、FinTech（特にキャッシュレス決

済）における知覚リスクの調査も行った。本稿では、その活動について紹介し、FinTech

活用を推進するために、どのような活動、施策が効果的であるかについて考察を行った。

結果として、わかりやすいシステム提供による心理的リスクの軽減、ライフイベントを捉

えたインセンティブ提供施策、金融教育、継続的な啓蒙活動などが重要であることがわかっ

た。FinTech を正しく活用し、我々の生活に役立てていくためにも、人々の知覚リスク

を軽減し、適切な知識・知見を与える活動を継続して実施していく必要がある。
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